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不登校の現状と
教育機会確保法について



（人）

※平成10年度調査より不登校児童生徒として調査を行っている。

小・中学校における不登校の状況について

不登校児童生徒数の推移

小・中学校における不登校児童生徒数は1４４,０３１人（前年度1３３,６８３人）であり、

1,000人当たりの不登校児童生徒数は1４.７人（前年度1３.５人）。1,000人当たりの不
登校児童生徒数は、平成10年度以降、最多となっている。

不登校児童生徒数の推移
（1,000人当たりの不登校児童生徒数）

不登校児童生徒数（上段）と1,000人当たりの不登校児童生徒数（下段）

（人）
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90日以上欠席した者は，不登校児童生徒数の58.3％を占め，長期に及ぶ不登校児童生徒が多い。

※ パーセンテージは，各区分における不登校児童生徒数に対する割合。

区分 欠席日数30～89日の者
欠席日数90日以上で
出席日数11日以上の者

欠席日数90日以上で
出席日数1～10日の者

出席日数0日の者
不登校
児童生徒数

小学校 19,057 54.4% 13,555 38.7% 1,464 4.2% 956 2.7% 35,032

中学校 40,983 37.6% 54,362 49.9% 9,373 8.6% 4,281 3.9% 108,999

合計 60,040 41.7% 67,917 47.2% 10,837 7.5% 5,237 3.6% 144,031

（出典）文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」（平成29年度）

58.3%

（人）

小・中学校における不登校の状況について
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目的 教育基本法及び児童の権利に関する条約等の趣旨にのっとり、不登校児童生徒に対する教育機会の確保、夜間等において授業
を行う学校における就学機会の提供その他の義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等を総合的に推進

基本理念
１ 全児童生徒が豊かな学校生活を送り、安心して教育を受けられるよう、学校における環境の確保
２ 不登校児童生徒が行う多様な学習活動の実情を踏まえ、個々の状況に応じた必要な支援
３ 不登校児童生徒が安心して教育を受けられるよう、学校における環境の整備
４ 義務教育の段階の普通教育に相当する教育を十分に受けていない者の意思を尊重しつつ、年齢又は国籍等にかかわりなく、能力
に応じた教育機会を確保するとともに、自立的に生きる基礎を培い、豊かな人生を送ることができるよう、教育水準を維持向上

５ 国、地方公共団体、民間団体等の密接な連携
国の責務、地方公共団体の責務、財政上の措置等について規定

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する法律（概要）

Ⅰ．総則（第１条～第６条）

１ 文部科学大臣は、基本指針を定め、公表する
２ 作成又は変更するときは、地方公共団体及び民間団体
等の意見を反映させるための措置を講ずる

Ⅱ．基本指針（第７条）

国及び地方公共団体は、以下の措置を講じ、又は講ずるよう努める
１ 全児童生徒に対する学校における取組への支援に必要な措置
２ 教職員、心理・福祉等の専門家等の関係者間での情報の共有の促進
等に必要な措置

３ 不登校特例校及び教育支援センターの整備並びにそれらにおける教
育の充実等に必要な措置

４ 学校以外の場における不登校児童生徒の学習活動、その心身の状況
等の継続的な把握に必要な措置

５ 学校以外の場での多様で適切な学習活動の重要性に鑑み、個々の休
養の必要性を踏まえ、不登校児童生徒等に対する情報の提供等の支援
に必要な措置

Ⅲ．不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等（第８条～
第13条）

１ 地方公共団体は、夜間等において授業を行う学校にお
ける就学の機会の提供等を講ずる

２ 都道府県及び区域内の市町村は、１の事務の役割分担
等を協議する協議会を組織することができる
構成員：①都道府県の知事及び教育委員会、②都道府県内の

市町村長及び教育委員会、③民間団体等

Ⅳ．夜間等において授業を行う学校における就
学の機会の提供等（第14条・第15条）

１ 実態把握及び学習活動に対する
支援の方法に関する調査研究等

２ 国民の理解の増進
３ 人材の確保等
４ 教材の提供その他の学習の支援

５ 学校生活上の困難を有する児童
生徒等からの教育及び福祉をはじ
めとする各種相談に総合的に対応
する体制の整備

Ⅴ．教育機会の確保等に関するその他の施策（第16条～第20条）
１ 公布日から２月後に施行
（Ⅳ.は、公布日から施行）

２ 政府は、速やかに、必要な
経済的支援の在り方につい
て検討し、必要な措置を講
ずる

３ 政府は、多様な学習活動の
実情を踏まえ、施行後３年
以内に検討を加え、教育機
会の確保等の在り方の見直
しを含め、必要な措置を講
ずる

Ⅵ．その他

【議員立法 平成２８年１２月１４日公布】
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○ 調査研究等 ○ 国民の理解の増進
○ 人材の確保等 ○ 教材の提供その他の
○ 相談体制等の整備 学習支援

○ 夜間中学等の設置の促進等
・ 設置の促進

ニーズの把握や設置に向けた準備の支援、法第15
条に基づく協議会の設置・活用、広報活動の推進

・ 既設の夜間中学等における教育活動の充実
・ 自主夜間中学に係る取組
○ 夜間中学等における多様な生徒の受入れ
義務教育未修了者に加え、外国籍の者、入学希望既
卒者、不登校となっている学齢生徒など、多様な生徒の受
入れを図る

○ 児童生徒が安心して教育を受けられる魅力ある学校づくり
・ 魅力あるより良い学校づくり
・ いじめ、暴力行為、体罰等を許さない学校づくり
・ 児童生徒の学習状況等に応じた指導・配慮の実施

○ 不登校児童生徒に対する効果的な支援の推進
・ 個々の不登校児童生徒の状況に応じた支援の推進

不登校児童生徒や保護者の意思を尊重しつつ、状況把握及び
関係機関等との情報共有などの継続した組織的・計画的な支援
の推進 等

・ 不登校児童生徒に対する多様で適切な教育機会の確保
不登校特例校・教育支援センターの設置促進、教育委員会・
学校と民間団体の連携等による支援の推進、多様で適切な学習
活動の重要性及び休養の必要性を踏まえた支援 等

・ 不登校等に関する教育相談体制の充実
教員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカー、
関係機関が連携した体制構築の促進 等

○ 義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等の意義・現状
○ 基本指針の位置付け
○ 基本的な考え方
・ 不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等
◆魅力あるより良い学校づくりを目指すこと ◆不登校というだけで問題行動であると受け取られないよう配慮すること
◆不登校児童生徒の社会的自立を目指すこと ◆不登校児童生徒の意思を十分に尊重しつつ、個々の児童生徒の状況に
◆就学に課題を抱える外国人の子供に対する配慮 応じた支援を行うこと 等
が必要

・ 夜間中学等における就学の機会の提供等 設置の促進や多様な生徒の受入れを推進することが必要
・ 国、地方公共団体、民間の団体その他の関係者の相互の密接な連携の下で施策を実施

１． 教育機会の確保等に関する基本的事項

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針（概要）
（平成29年3月31日文部科学大臣決定）

２． 不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等
に関する事項

３． 夜間その他特別な時間において授業を行う
学校における就学の機会の提供等に関する事項

４． その他教育機会の確保等に関する施策を総合的
に推進するために必要な事項
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6

義務教育の段階における普通教育に相当する教育の機会の確保等に関する基本指針～抜粋～

（ウ）家庭にいる不登校児童生徒に対する支援

家庭で多くの時間を過ごしている不登校児童生徒に対して、その状況を見極め、当該児童
生徒及び保護者との信頼関係を構築しつつ、必要な情報提供や助言、ＩＣＴ等を通じた支援、
家庭等への訪問による支援を充実する。支援に際しては、関係機関と連携することが重要で
あり、特に児童虐待など家庭に課題がある場合には、福祉機関と緊密に連携すべきことを周
知徹底する。

２．不登校児童生徒等に対する教育機会の確保等に関する事項

（２）不登校児童生徒に対する効果的な支援の推進

②不登校児童生徒に対する多様で適切な教育機会の確保



学習指導要領の改訂について（不登校記載部分）

第４節 児童の発達の支援 ２ 特別な配慮を必要とする児童への指導

（略）

不登校は，取り巻く環境によっては，どの児童にも起こり得ることとして捉える必要がある。また，不登校とは，多様な要因・

背景により，結果として不登校状態になっているということであり，その行為を「問題行動」と判断してはならない。加えて，不

登校児童が悪いという根強い偏見を払拭し，学校・家庭・社会が不登校児童に寄り添い共感的理解と受容の姿勢をもつこと

が，児童の自己肯定感を高めるためにも重要である。

また，不登校児童については，個々の状況に応じた必要な支援を行うことが必要であり，登校という結果のみを目標にする

のではなく，児童や保護者の意思を十分に尊重しつつ，児童が自らの進路を主体的に捉えて，社会的に自立することを目指

す必要がある。

不登校児童への支援の際は，不登校のきっかけや継続理由，学校以外の場において行っている学習活動の状況等につ

いて，家庭訪問も含めた継続的な把握が必要である。

さらに，不登校児童の状況によっては休養が必要な場合があることも留意しつつ，学校以外の多様で適切な学習活動の

重要性も踏まえ，個々の状況に応じた学習活動等が行われるよう支援することが必要である。あわせて，不登校児童の保

護者に対し，不登校児童への支援を行う機関や保護者の会などに関する情報提供及び指導要録上の出席扱いや通学定期

乗車券の取扱等を周知することも重要である。

加えて，家庭で多くの時間を過ごしている不登校児童に対しては，その状況を見極め，当該児童及び保護者との信頼関係

を構築しつつ，必要な情報提供や助言，ＩＣＴ等を通じた支援，家庭等への訪問による支援を行うことが重要である。

さらに，不登校児童が自らの意思で登校した場合は，温かい雰囲気で迎え入れられるよう配慮するとともに，保健室，相談
室や学校図書館等も活用しつつ，安心して学校生活を送ることができるような支援を行うことが重要である。

こうした支援を行うためには，学級担任のみならず教育相談担当教師など他の教師がスクールカウンセラーやスクール

ソーシャルワーカー等の専門スタッフ等と連携・分担し学校全体で行うことが必要である。加えて，必要に応じ，福祉，医療及

び民間の団体等の関係機関や関係者間と情報共有を行うほか，学校間の引継ぎを行うなどして継続した組織的・計画的な

支援を行うことが重要である。その際，学校は，当該児童や保護者と話し合うなどして「児童理解・教育支援シート」等を作成

することが望ましい。

小学校学習指導要領解説（平成２９年６月）抜粋

※中学校学習指導要領解説にも同様の内容の記載がなされている。 7
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ＩＴ等を活用した学習活動
を行った場合の出席扱い等について
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不登校児童生徒が自宅においてＩＴ等を活用した学習活動を行っている場合
の指導要録上の出欠の取扱い等について

【背景】 不登校児童⽣徒の中には、
・家庭にひきこもりがちであるため、⼗分な⽀援が⾏き届いていない
・不登校であることによる学習の遅れなどが、学校への復帰や中学校卒業後の進路選択の妨げにな

っている
者がおり、このような者に対する⽀援が求められている。

○保護者と学校との間に⼗分な連携・協⼒関係があること
○遠隔教育も含め、ICTや郵送、FAX、電⼦メールなどの通信⽅法を活⽤して提供される学習活動
であること
○訪問等による対⾯の指導が適切に⾏われること
○計画的な学習プログラムであること
○校⻑が対⾯指導や学習活動の状況を⼗分に把握していること
○基本的に学校外の公的機関等で相談・指導を受けられないような場合に⾏う学習活動であること

不登校児童⽣徒が⾃宅においてＩＴ等を活⽤して⾏った学習活動について、校⻑は指導要録上出席扱いとする
ことができる

【留意事項】
・出席扱いとすることが不登校をいたずらに助⻑しないように留意
・個⼈情報や著作権の保護、有害情報へのアクセスの防⽌
・専⾨家以外の者が対⾯指導を⾏う場合には、事前の研修等を⾏う
・出席扱いとすることができる⽇数は規程等の作成により判断

出席扱いの要件

9



出典）児童生徒の問題行動等生徒指導上の諸問題に関する調査（平成27年度）
児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査（平成28、29年度）

10

ＩＴ等を活用した学習活動を行った場合の出席扱いの状況について
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１．ＩＴ等を活用した学習活動とは例えばどのようなものがありますか。

○ 「ＩＴ等を活用した学習活動」には、インターネットのほか、郵送や電子メール、ＦＡＸなどを活用して提供されるものも含まれ、例えば次
のような例があります。
・民間業者が提供するＩＴ教材を活用した学習
・パソコンで個別学習できるシステムを活用した学習
・教育支援センター作成のＩＴ教材を活用した学習
・学校のプリントや通信教育を活用した学習
・ICT 機器を活用し、在籍校の授業を自宅に配信して行う学習（同時双方向型授業配信やオンデマンド型授業配信）

２．在籍校の校長が、出席扱いについて有効・適切であると判断する場合の基準がありますか。

○ 一人一人の児童生徒の状況や学校、地域の実態が違うため、文部科学省から一律の基準を示すことはしていません。しかし、児童生
徒の努力を学校として評価し、将来的な社会的自立に向けた進路選択を支援するという趣旨から、学校や教育委員会において一定の
基準を作成しておくことは必要であると考えます。
また、既に基準を作成している場合でも、それが古いものであれば、今の時代の状況にあったものになるよう見直すことも検討すべき
です。

３．当該生徒が指導要録上の出席扱いになることにより、具体的にどんなメリットがありますか。

○ 不登校であることによる学習の遅れなどが、学校への復帰や卒業後の進路選択の妨げになっている場合もあることから、このような
児童生徒に対し、学習等に対する意欲やその成果を認め、適切に評価することは、自己肯定感を高め、学校への復帰や社会的自立を
支援することにつながります。

４．訪問等による対面指導は誰が行えばよいですか。

○ 対面指導を行う者としては、在籍校の教員やスクールカウンセラー、スクールソーシャルワーカーなどの専門家のほか、教育支援セン
ターの職員、教育委員会等による事前の指導・研修を受けたボランティアスタッフなども想定されます。

指導要録上の出席扱いに係る積極的な対応の留意点



12

５．計画的な学習プログラムとはどのようなものですか。

○ 学年や個々の学習の理解の程度に応じたものであり、在籍校の年間指導計画に準拠した形で月ごとや学期ごとなどある程度長期的
な計画になっていることが望ましいと考えています。民間業者が提供する教材を活用する場合などは、あらかじめ決められている学習プ
ログラムを活用してもかまいません。

６．学習活動の評価はどのようにすればよいですか。

○ 出席扱いとした場合、必ずその成果を評価に反映しなければならないわけではありませんが、すべての教科・観点について観点別学
習状況及び評定を記載できない場合でも、たとえば自宅における学習状況を所見欄に文章記述するなど、学習の努力を認め、次年度以
降の指導に生かすという観点から適切な記載がのぞまれます。
また、民間業者が提供する教材やインターネット上の学習システムを活用する場合は、当該教材の学習履歴や学習時間、確認テスト
の結果などに基づいて評価を行うことも考えられます。

７．指導要録上の出席扱いと判断しなかった事例がありますか。

○ 出席扱いと判断しなかったケースについては、教育委員会への聞き取りから、例えば次のような事例を把握しています。
・ 学校が、家庭訪問等による対面指導を設定したが、家庭の協力が得られないことから、当該児童の状況や学習状況の様子が十分
確認できなかった。
・ 無料のインターネット学習プログラムを利用していたが、当該プログラムにおける学習のねらいや内容が明確でなかった。

８．出席扱いと判断した場合に、留意すべき点はありますか。

○ 自宅におけるIT 等を活用した学習活動を「出席扱い」とすることが、不登校をいたずらに助長しないよう留意する必要があります。家庭
にひきこもりがちな期間が長期化しないよう、個々の児童生徒の状況を踏まえつつ学校外の公的機関や民間施設等での相談・指導を受
けることができるように段階的に調整していくことも大切だと考えます。

指導要録上の出席扱いに係る積極的な対応の留意点




